
 

温室効果ガス排出量報告書 2021 

エスペック株式会社 
 
当社は、環境関連データのうち、本報告書でチェックマークの付された 2020 年度の環境パフォーマンスデータ
（『「SCOPE1」、「SCOPE2 ※ロケーションベース、※マーケットベース」及び「SCOPE3 カテゴリ１ 購入し
た製品・サービス」「SCOPE3 カテゴリ 12 販売した製品の廃棄」』）について、情報の信頼性を高めるため第三
者保証を受けています。ＫＰＭＧあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けた箇所には  を
つけています。 

 

指標 
2020 年度実績 

(t-CO₂) 
算定基準 

範囲の記述がない場合は、算定の範囲を日本・アメリカ・中国・韓国・タイ・ドイツの連結 12 社を対象とする 

SCOPE１ 3,222 

燃料の使用に伴う CO₂排出量及び製造工程・日本国内拠点の保有設備から漏洩するフロン排出量 
【算定方法】「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver4.7）」（環境省・経済産業省）に基づき算定。
【CO₂排出係数】燃料由来の CO₂は「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧_2020」（環境省・
経済産業省）の係数を使用。フロンガス漏洩量は国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第４次報告書に記載
の GWP 値に基づき換算。 

SCOPE２ 

マーケットベース 8,365 
電力の使用に伴う CO₂排出量 
【算定方法】「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver4.7）」（環境省・経済産業省）に基づき算定。
【CO₂排出係数】日本国内グループ会社は「電気事業者別排出係数一覧（令和 3 年提出用）」（環境省）を使
用。日本以外のグループ会社は IEA(International Energy Agency)の Emissions Factors(2017 年)の係数を使用 

ロケーションベース 11,072 

電力の使用に伴う CO₂排出量 
【算定方法】「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver4.7）」（環境省・経済産業省）に基づき算定。
【CO₂排出係数】日本国内グループ会社は「電気事業者別排出係数一覧（令和 3 年提出用）」（環境省・経済産
業省）より一般送配電事業者の全国平均係数を使用。日本以外のグループ会社は「IEA(International Energy 
Agency)の Emissions Factors(2017 年)の係数を使用 

SCOPE３   593,958 
「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」（環境省・経済産業省）に基
づき、『サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース
（Ver.3.1）』（環境省）及び 『LCI データベース IDEA version 2.3』（国立研究開発法人 産業技術総合研究所 
安全科学研究部門 社会と LCA 研究グループ一般社団法人 産業環境管理協会）を用いて算定を行った 

 

1 購入した製品・サービス 62,057 製造にかかる原材料・部品等の調達額を基に算定 

2 資本財 7,011 固定資産取得額を基に算定 

3 
燃料・エネルギー 

（スコープ１-２除） 
1,968 エネルギー使用量を基に算定。燃料（電力以外）については、「CFP コミュニケーションプログラム基本データベ

ース 1.01」を用いて算定 

4 輸送配送（上流） 238 エスペック株式会社が荷主となる日本国内の輸送について燃費法を用いて算定。 
＊顧客が荷主の輸送分はカテゴリ９で算定。 

5 事業から出る廃棄物 21 日本国内グループ会社のみを対象とし事業から出る廃棄物重量より算定。 

6 出張 269 日本国内グループ会社は、出張金額を基に算定。 
日本以外のグループ会社は、従業員数を基に『従業員当たり排出原単位』を用いて算定。 

7 通勤 1,423 
日本国内グループ会社は、通勤費用を基に算定。 
日本以外のグループ会社は、従業員数と稼働日数を基に『従業員数・勤務日数当たり排出原単位』を用いて算
定。 

8 リース資産（上流） ‐ 該当なしのため算定していません。 

9 輸送配送（下流） 634 エスペック株式会社の顧客が荷主となる日本国内の輸送について燃費法を用いて算定。 
＊エスペック株式会社が荷主の輸送分はカテゴリ４で算定。 

10 販売した製品の加工 ‐ 該当なしのため算定していません。 

11 販売した製品の使用 487,594 
販売した製品の顧客先での使用におけるエネルギー消費量を基に算定。日本国内グループ会社は、販売上位 80％
の主要製品について、社内で設定した消費電力・耐用年数・稼働率を用いて算定。日本以外のグループ会社は、
エスペック株式会社の製品群ごとの算定結果を基に、全販売製品について算定。 

12 販売した製品の廃棄 32,741 

当年度の販売台数を市場からの廃棄台数と仮定した場合の装置の廃棄重量に基づき算定。また、フロン回収・破
壊制度が未整備の国で製品廃棄時に大気放出されるフロン漏洩量を算定（ IPCC 第４次報告書に記載の GWP 値
に基づき換算）エスペック株式会社は、販売上位 80%の主要製品について、装置の材料構成比を用いて、販売台
数から種類別・廃棄処理方法別に案分し算定。グループ会社はエスペック株式会社の製品群ごとの算定結果を基
に、全販売製品について算定。 

13 リース資産（下流） ‐ 
該当なしのため算定していません。 

14 フランチャイズ ‐ 
該当なしのため算定していません。 

15 投資 ‐ 
該当なしのため算定していません。 

SCOPE１・２・３ 合計 605,544 
 
※スコープ２はマーケットベースを使用した算定。 




